
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議 案 名 

自由民主党 

日野 5 名 

(議長含まず) 

公明党 
5 名 

日本共産党 

日野市議団 

5 名 

チームひの 
４名 

無会派 
4 名 

議決 
結果 

■ 市長提出議案（10 件）以下は抜粋 

日野市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の専決
処分の報告承認について 

賛成 賛成 賛成 賛成 
賛成２ 
反対２ 

承認 

日野市介護保険条例の一部を改正する条例制定の専決処分
の報告承認について 

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 承認 

日野市地区広場設置条例の一部を改正する条例の制定について 賛成 賛成 反対 賛成 
賛成２ 
反対２ 

可決 

日野市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 賛成 賛成 反対 賛成 
賛成２ 
反対２ 

可決 

■ 議員提出議案（1 件） 

日野市元副市長の日野市立病院と川辺堀之内土地区画整理
組合の兼業による二重報酬受取の徹底解明及び日野市立
病院のハラスメントの原因究明を求める決議 

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 可決 

■ 請願（１件） 

75 歳以上の後期高齢者医療保険料の値上げと医療費窓口 
負担の 2 割化に反対する意見書提出を求める請願 

反対 反対 賛成 反対 
賛成２ 
反対２ 

不採択 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

みんなの想いを力に変えて確かな未来を創る！！ 

令和元年第２回日野市議会定例会が、5月31日から6月18日まで開催

されました。今議会では令和元年度日野市一般会計補正予算（第2号、第3

号）の審議を中心に活発な議論が交わされました。一般質問は２３名の議員

が行い、島谷ひろのりは、日野市介護予防・日常生活支援事業（総合事業）に

ついて等、市の考え方や将来の取り組みについて一般質問を行いました。 

以下、主な内容をご報告させて頂きます。 

Ⅰ．本議会で審議された議案について（抜粋） 

Ⅱ．⽇野市地域公共交通総合連携計画を策定しました 

2019 年 夏号 No.6 

■令和元年第２回定例会 議案等審議結果についての詳細は日野市議会ＨＰへ 
http://www.city.hino.lg.jp/shigikai/gian/1000873.html ⽇野市HP ページID 1000873 

平成30年度の「日野市地域公共交通会議」では、急速に進む少子高齢化や人口減少への対応など持続可能で
まちづくりと一体となった公共交通網の構築に向けて、当地における市民のより豊かな生活の実現を目的とし、
平成21年度に策定した「日野市地域公共交通総合連携計画」の見直しを行い、計画的な公共交通網整備を進める
こととしました。本計画の基本方針に基づき詳細な事業計画を定め、着実な事業展開を図ります。 

■日野市地域公共交通総合連携計画2019-2028など詳細は、日野市役所HPへ 
http://www.city.hino.lg.jp/shisei/machidukuri/kotsu/kaigi/1011755.html ⽇野市HP ページID 1011755 

◆この計画に基づいて令和元年度に実施する事業 

1． ミニバス「南平路線」の経路変更・増便を実施（6 月 20 日から） 

2． 丘陵地ワゴンタクシー「かわせみ Go」の土曜・日曜日、祝日運行の実証実験を実施 

（5 月 25 日から約 2 年間の予定） 

新しいダイヤの時刻表は、下記の場所で配布しています。また、併せてホームページでも公開しています。 
時刻表配布場所：市役所 3 階都市計画課、市役所 1 階市民相談窓口、七生支所、豊田駅連絡所 

島谷ひろのり 
所属会派 



 
 

１．日野市介護予防・日常生活支援事業（総合事業）について 

介護保険法では、「介護予防・日常生活支援総合事業」(注1)として定め
られている、いわゆる「総合事業」について、日野市としても平成２８年度を
従来の運用との移行期間、平成２９年度より総合事業として本格的に稼働
し始めたサービスです。この２年間の運用で見えてきた、サービス利用実績
や、日野市として捉えている課題など超高齢化社会を見据えた「持続可能
な仕組み」に向けて、市の考え方を問いました。 

●島谷ひろのり議員 
日野市介護予防・日常生活支援総合事業、いわゆる総合事業の実績

効果と、日野市の特徴の「生活援助型」について大変少ない実績である
課題について、日野市としてどのように捉えているか？ 

◆日野市 
移行前の平成27年度と移行後の平成29年度で比較すると、平成27年

度の予防訪問介護と予防通所介護の合計利用者数は延べ20,387人で、
総合事業に移行した平成29年度の同事業利用者数は延べ20,518人。 
平成27年度の予防訪問介護と予防通所介護の給付費については、約4.6 
億円で、平成29年度の同事業の給付費は約4.22億円となっている。利用者数が約6.4%増加したのに対し、給付
費は約8％減少している。「生活援助型」の利用者が少なく、事業者からも報酬単価についてご意見をいただいてい
ることから、平成31年4月から報酬単価の見直しを行っている。 

●島谷ひろのり議員 
働く環境、業務効率改善への設備投資は、事業者単独だけでは中々できない。報酬単価改善の他にも「介護従事

者」の働いている環境に即して、困っていることを少しでも改善する取り組み、「市」が旗振り役として先頭に立ち、
介護の現場と向き合っていただきたい。  

２．若年層「消費者保護」の取り組みについて問う 

成年年齢が２０歳から１８歳に引き下げられる民法改正が２０２２年４月１日に施行されます。市民の皆さま、特に
子育て世代の保護者からは、「子どもたちが何かしらのトラブルに巻き込まれないか？」心配する声も多く耳にする。
子どもたちを消費者被害から守るということ。それが保護者の皆さまに安心を提供する施策の一助になればとの
思いで、日野市の現状の取り組み、今後の考え方を問いました。 

●島谷ひろのり議員 
若年層の消費者被害の傾向や、消費環境の変化。そして、２０２２年４月

の成年年齢引き下げの民法改正の施行に対する対策を鑑みても、小中
学生を含む「１８歳になる前段階で」、効果的な注意喚起を、日野市として
改めて検討する必要がある。若年層の「消費者保護」の取り組みについて、
今後の方針や市の見解を伺いたい。 

◆日野市 
令和４年の成人の年齢引き下げに向けて、消費者トラブルに巻き込まれ

ないよう、いかに若年者層へ啓発していくかが全国的な課題である。 
今までの啓発活動を継続・発展させていくと同時に、若者が地域の一員として
活動することを支援したい。その中で早いうちから社会に関わることにより、
金銭感覚、他者との付き合い方や思いやり等、社会経験を積むことを促して
いきたい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅲ．島谷ひろのり一般質問（概要） 
(注１)日野市介護予防・日常生活支援総合事業 

日野市では、介護保険法の「自立支援」の理

念に基づき、「訪問型サービス」と「通所型サ

ービス」について、必要とするサービス内容ご

とに区分を細分化し、それぞれ、「重点ケア型」

「混合ケア型」「生活援助型」と３区分を設定

している。 

【総合事業 利用者実績】 

◆訪問型 平成２９年度 平成３０年度 

重点ケア型 3,789 人 2,884 人 

混合ケア型 4,668 人 5,055 人 

生活援助型 270 人 298 人 

◆通所型 平成２９年度 平成３０年度 

重点ケア型 6,566 人 5,550 人 

混合ケア型 5,836 人 7,954 人 

生活援助型 224 人 381 人 

日野市消費生活センターに寄せられている 

相談の若年層の状況について 

過去 5 年間（平成 27 年度から平成 30 年度）

合計件数 6,496 件のうち、 

◆20 歳未満は 134 件（2.1％） 

◆20 歳代は 563 件 （8.9％） 

※なお、平成 30 年度は架空請求はがき（実在

しない団体からの請求）が送り付けられると

いう被害が多発し、前年にくらべ相談件数が

322 件（26.4％）も増加。 

全国的な統計と同様、20 歳未満より成年年齢

を超えた若者の問合せ件数も多いこと、また、

新手の詐欺・手法により相談件数は大きく左

右されるものであり、その時々に合わせた柔

軟な啓発活動が重要である。 

 


